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（備考） データ出所；内閣府「国民経済計算」、「四半期別GDP速報」。
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����日本の実質国内総生産の動向 （四半期別）
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19年 20年 21年 19年 20年 21年
△0.7 △1.2 △ 4.0 1.0 △0.8 △ 5.9

    三大都市圏 4.0 1.4 △ 5.6 10.4 3.3 △ 8.2
東京圏 4.8 1.6 △ 6.5 12.1 4.0 △ 8.9
大阪圏 2.9 1.0 △ 4.5 8.0 2.8 △ 7.1

名古屋圏 2.4 1.5 △ 4.2 7.2 1.9 △ 7.3
△2.3 △2.1 △ 3.4 △2.6 △2.5 △ 4.9地方圏

住宅地 商業地

全国

����最近の地価調査結果

都道府県地価調査（平成２１年７月）

���� ���� ���� ���� ���� ����

都道府県地価調査（2009年７月）
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6

����主要都市の高度利用地の地価動向

19年第4 2 ( 4.7% ) 24 ( 55.8% ) 14 ( 32.6% ) 3 ( 7.0% ) 0 ( 0.0% ) 0 ( 0.0% ) 0 ( 0.0% ) 0 ( 0.0% ) 0 ( 0.0% ) 43 ( 100.0% )

20年第1 0 ( 0.0% ) 5 ( 11.6% ) 15 ( 34.9% ) 20 ( 46.5% ) 1 ( 2.3% ) 1 ( 2.3% ) 1 ( 2.3% ) 0 ( 0.0% ) 0 ( 0.0% ) 43 ( 100.0% )

20年第2 0 ( 0.0% ) 0 ( 0.0% ) 4 ( 9.3% ) 25 ( 58.1% ) 10 ( 23.3% ) 3 ( 7.0% ) 1 ( 2.3% ) 0 ( 0.0% ) 0 ( 0.0% ) 43 ( 100.0% )

20年第3 0 ( 0.0% ) 0 ( 0.0% ) 0 ( 0.0% ) 4 ( 6.2% ) 47 ( 72.3% ) 12 ( 18.5% ) 2 ( 3.1% ) 0 ( 0.0% ) 0 ( 0.0% ) 65 ( 100.0% )

20年第4 0 ( 0.0% ) 0 ( 0.0% ) 0 ( 0.0% ) 0 ( 0.0% ) 8 ( 12.3% ) 45 ( 69.2% ) 10 ( 15.4% ) 2 ( 3.1% ) 0 ( 0.0% ) 65 ( 100.0% )

21年第1 0 ( 0.0% ) 0 ( 0.0% ) 0 ( 0.0% ) 0 ( 0.0% ) 10 ( 15.4% ) 40 ( 61.5% ) 15 ( 23.1% ) 0 ( 0.0% ) 0 ( 0.0% ) 65 ( 100.0% )

21年第2 0 ( 0.0% ) 0 ( 0.0% ) 0 ( 0.0% ) 1 ( 1.5% ) 30 ( 46.2% ) 25 ( 38.5% ) 9 ( 13.8% ) 0 ( 0.0% ) 0 ( 0.0% ) 65 ( 100.0% )

0% 0％超3％未満 6％以上9％未満

上昇

3％以上6％未満0％超3％未満
横計

東京圏

四半期
12%以上

横ばい 下落

6％以上 3％以上6％未満 9％以上12％未満

19年第4 5 ( 5.0% ) 47 ( 47.0% ) 35 ( 35.0% ) 11 ( 11.0% ) 2 ( 2.0% ) 0 ( 0.0% ) 0 ( 0.0% ) 0 ( 0.0% ) 0 ( 0.0% ) 100 ( 100.0% )

20年第1 0 ( 0.0% ) 5 ( 5.0% ) 36 ( 36.0% ) 50 ( 50.0% ) 7 ( 7.0% ) 1 ( 1.0% ) 1 ( 1.0% ) 0 ( 0.0% ) 0 ( 0.0% ) 100 ( 100.0% )

20年第2 0 ( 0.0% ) 0 ( 0.0% ) 13 ( 13.0% ) 49 ( 49.0% ) 28 ( 28.0% ) 8 ( 8.0% ) 2 ( 2.0% ) 0 ( 0.0% ) 0 ( 0.0% ) 100 ( 100.0% )

20年第3 0 ( 0.0% ) 0 ( 0.0% ) 0 ( 0.0% ) 22 ( 14.7% ) 79 ( 52.7% ) 43 ( 28.7% ) 6 ( 4.0% ) 0 ( 0.0% ) 0 ( 0.0% ) 150 ( 100.0% )

20年第4 0 ( 0.0% ) 0 ( 0.0% ) 0 ( 0.0% ) 2 ( 1.3% ) 33 ( 22.0% ) 74 ( 49.3% ) 25 ( 16.7% ) 12 ( 8.0% ) 4 ( 2.7% ) 150 ( 100.0% )

21年第1 0 ( 0.0% ) 0 ( 0.0% ) 0 ( 0.0% ) 2 ( 1.3% ) 37 ( 24.7% ) 67 ( 44.7% ) 36 ( 24.0% ) 4 ( 2.7% ) 4 ( 2.7% ) 150 ( 100.0% )

21年第2 0 ( 0.0% ) 0 ( 0.0% ) 0 ( 0.0% ) 3 ( 2.0% ) 67 ( 44.7% ) 55 ( 36.7% ) 22 ( 14.7% ) 3 ( 2.0% ) 0 ( 0.0% ) 150 ( 100.0% )

全地区

※四半期は、第1：1/1～4/1､第2：4/1～7/1､第3：7/1～10/1､第4：10/1～1/1

※数字は地区数、（ ）はその割合

出典：国土交通省「主要都市の高度利用地地価動向報告（地価LOOKレポート）」
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不動産
（法人所有、個人所有、国・地方

等の公的セクター所有）

法人所有不動産
（事務所、店舗、工場、福利

厚生施設等）

収益不動産
（賃貸オフィス、賃貸商業施

設等）

証券化された不動産

資料：国民経済計算確報（平成19年度確報）、土地基本調査総合報告書（平成18年）、不動産の証券化実態調査（平成19年度）
（「不動産」、「国・地方公共団体所有不動産」は平成19年末時点。「法人所有不動産」、「収益不動産」の資産額は平成15年１月１日時点。「証券化された不動産」、「Jリート」の資産額は
平成19年度末時点）。

約2,300兆円

約490兆円

68兆円

約42兆円

約８兆円Ｊリート

（参考）
全法人の資産規模合計：1,344兆円（簿価）
全法人の所有面積合計：54,000K㎡

（国土面積（38万k㎡）の14％）

（注1）住宅、住宅以外の建物、その他の構築物及び土地の総額
（注2）土地基本調査に基づく時価ベースの金額
（注3）法人企業統計に基づく簿価ベースの金額（平成17年末時点）
（注4）証券化された不動産の累計の実績
（注5）固定資産及び土地の総額

（注3）

（注2）

（注4）

約470兆円
国・地方公共団
体所有不動産

（注１）

（参考）
国・公有地等の面積合計：153,375K㎡

（国土面積（38万k㎡）の40.7％）

（注5）

���
��������

(注４)

(注１)

1,354兆円（簿価）

国・地方公共団体
所有不動産

(注2)

(注2)

(注5)

法人所有不動産

資料：国民経済計算確報（平成19年度確報）、土地基本調査総合報告書（平成18年）、法人企業統計調査（平成19年末）
（注１）国民経済計算確報に基づく 住宅、住宅以外の建物、その他の構築物 及び土地の総額（平成19年末時点）
（注２）土地基本調査に基づく 時価ベースの金額（平成15年1月1日時点）
（注３）法人企業統計調査に基づく 簿価ベースの金額（平成19年末時点）
（注４）国民経済計算確報に基づく 固定資産及び土地の総額（平成19年末時点）
（注５）Ｊリートの運用資産総額（平成20年12月時点）
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����買主業種別件数割合の推移
図表　買主業種別件数割合の推移
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運輸・通信 製造業・素材型 製造業・組立加工型
金融 保険資料：（株）都市未来総合研究所「不動産売買実態調査」
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9

「景気は、持ち直してきているが、自律性に乏しく、
失業率が高水準にあるなど依然として厳しい状況にある。

����月例経済報告（2009年10月）
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（「不動産」、「国・地方公共団体所有不動産」は平成19年末時点。「法人所有不動産」、「収益不動産」の資産額は平成15年１月１日時点。「証券化された不動産」、「Jリート」の資産額は
平成19年度末時点）。

約2,300兆円

約490兆円

68兆円

約42兆円

約８兆円Ｊリート

（参考）
全法人の資産規模合計：1,344兆円（簿価）
全法人の所有面積合計：54,000K㎡

（国土面積（38万k㎡）の14％）

（注1）住宅、住宅以外の建物、その他の構築物及び土地の総額
（注2）土地基本調査に基づく時価ベースの金額
（注3）法人企業統計に基づく簿価ベースの金額（平成17年末時点）
（注4）証券化された不動産の累計の実績
（注5）固定資産及び土地の総額

（注3）

（注2）

（注4）

約470兆円
国・地方公共団
体所有不動産

（注１）

（参考）
国・公有地等の面積合計：153,375K㎡

（国土面積（38万k㎡）の40.7％）

（注5）

���
��������

(注４)

(注１)

1,354兆円（簿価）

国・地方公共団体
所有不動産

(注2)

(注2)

(注5)

法人所有不動産

資料：国民経済計算確報（平成19年度確報）、土地基本調査総合報告書（平成18年）、法人企業統計調査（平成19年末）
（注１）国民経済計算確報に基づく 住宅、住宅以外の建物、その他の構築物 及び土地の総額（平成19年末時点）
（注２）土地基本調査に基づく 時価ベースの金額（平成15年1月1日時点）
（注３）法人企業統計調査に基づく 簿価ベースの金額（平成19年末時点）
（注４）国民経済計算確報に基づく 固定資産及び土地の総額（平成19年末時点）
（注５）Ｊリートの運用資産総額（平成20年12月時点）
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����買主業種別件数割合の推移
図表　買主業種別件数割合の推移
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平成11
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平成17

平成18
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(年度)
投資目的法人 ＳＰＣ 建設・不動産
商業 サービス 製造業・その他
運輸・通信 製造業・素材型 製造業・組立加工型
金融 保険資料：（株）都市未来総合研究所「不動産売買実態調査」

1999

2000
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2006

2007

2008

�������������

9

「景気は、持ち直してきているが、自律性に乏しく、
失業率が高水準にあるなど依然として厳しい状況にある。

����月例経済報告（2009年10月）
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38.7

5.3

7.3

8.2

11.2

0.0

3.8

1.6

1.6

4.1

12.9

2.9

26.7

0.0

11.1

19.4

2.4 68.8

2.2
2.2
2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一年後
中長期

一年後

中長期

一年後

中長期

一年後
中長期

一年後

中長期

不動産投融資を拡大する 現在の不動産融投資を維持・継続する
市場等の変動に応じて拡大・縮小姿勢を変える 不動産投融資は、縮小する
不動産投融資は行わない 無回答

資料：国土交通省「不動産投資家アンケート調査」（平成20年度）

����今後の不動産投融資姿勢

全体

企業年金

Jリート・私募ファンド

金融機関

建設・不動産会社

（2009年２月調査）
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����今後の不動産投融資姿勢

＜実物不動産か不動産証券化商品に
投資を行っている年金の割合＞

35%42%
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24% 19%

37%

90%
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＜年金の資産配分＞ ����
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資料：第３回「投資家に信頼される不動産投資市場確立フォーラム」資料

08年度05年度04年度 06年度 0７年度
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680 900
2,030 1,680

630

4,330 4,780

1,780

1,910 2,420

660

1,770
610 300

3,990

3,330
2,890

2,240

2,170

1,170

1,110
420

161
269 343

470

1,523

1,6421,582

620

1,119

74269-

1,000
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4,000

5,000
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8,000

9,000

10,000

平成9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20(年度)

資産額（１０億円）

-

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000
　　件数

Ｊリート Ｊリート以外（ﾘﾌｧｲﾅﾝｽまたは転売されたものを除く）
Ｊリート以外のうち、ﾘﾌｧｲﾅﾝｽまたは転売されたもの 件数（件）

資料:国土交通省「不動産の証券化実態調査」
 注1:ここでは、不動産流動化の全体的なボリュームを把握する観点から、証券を発行したもの(狭義の証券化)に限定せ
　　 ず、借入れ等により資金調達を行ったもの(広義の証券化)も対象としている。
 注2:「Jリート以外のうち、リファイナンスまたは転売されたもの」
　　 Jリート以外のうち、リファイナンスまたは転売との回答があった物件の資産額である。但し、それは信託受益権を特定
　　 資産として証券化しているものに限っている。そのため、実際の額はこれより大きい可能性がある。なお、平成14年度
　　 以前についてはこの項目は調査していない。
 注3:Jリートについては、投資法人を1件としている。
 注4:内訳については四捨五入をしているため総額とは一致しない。
 注5:平成20年度分データについてはＴＭＫにかかる証券化の実績が確定していないため、平成19年度のＴＭＫ届出実績と証券化の実績の割合を
　　 平成20年度の届出実績に掛け合わせて推計している。平成19年度分は、TMKの証券化の実績等を基に再集計した。

61.6 315.5
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3,983.7
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8883.5

5335.0

8272.7
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����不動産証券化の実績の推移
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土地の購入・売却意向 ＤＩ(購入-売却)
土地・建物の利用の増加・減少意向 ＤＩ(利用増加－利用減少)

全　　体

資料：国土交通省「土地投資動向調査」
  注：ＤＩ＝(購入、利用増加)－(売却、利用減少)の割合。単位はポイント。

����土地の購入・売却、土地・建物の利用の意向のＤＩの推移
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【投資家】
・機関投資家
・個人投資家
・海外投資家 等

【ディベロッパー】
・不動産業
・建設業 等

【テナント】
・一般事業法人
・地方公共団体 等

長期安定的な
資金の供給

利用の促進

環境不動産

不動産

良質な物件の
供給

必要な情報の提供

不動産市場における
環境不動産の評価の

あり方の検討
条件整備

・現在、企業の社会的責任（ＣＳＲ）の観点からの取組
としての環境対策が実施されはじめている。

・省エネや緑化等の技術開発は進められているが、そ
れらの評価のあり方や情報の不足等により、市場で
の評価が伴っているとはいえない。

環境不動産を巡る市場参加者

各関係主体に対する
適切な情報提供

期待される効果
・不動産の環境価値の
向上
・優良な環境不動産ス
トックの形成

・省エネ、低炭素化、生物多様性等に配慮した環
境価値の高い建築物とその周辺緑地

・ 我が国の不動産分野においても、省エネ、低炭素化、生物多様性など環境の観点から質の高い不動産
（環境不動産）ストックの形成を図ることが重要となっている。我が国では世界的に高い環境配慮技術を
有するものの、環境不動産が投資家等に認識・評価され持続的に投資が促進される状況に至っていない。
・このため、不動産の環境価値が投資家など市場参加者に認識・評価されるための情報提供のあり方等に
ついて検討を行っている（平成20年12月より｢不動産における｢環境｣の価値を考える研究会｣を設置）。
これにより、建築物と一体となった緑地の形成が促進され、地球温暖化の防止や生物多様性保全等に寄与
することなどが期待される。

○東京ミッドタウン（港区）
赤坂九丁目防衛庁跡地開発のプロジェクト。
敷地内の既存樹木を活用し、隣接する檜町公園
と一体的な緑地整備を行い、周辺緑地をつなぐ
緑のネットワーク形成に貢献。

����������
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＜対象地域＞
全国（平成１９年以降）

＜データ項目＞
所在地（※町・大字レベル）
取引価格（※有効数字２桁）
土地の面積・形状
建物の用途・構造、床面積、建築年、前面道路
最寄駅、用途、建ぺい率、容積率

＜提供データ件数（累計）＞
６８５，５６３件（平成２１年１０月２２日現在）

＜アクセス件数＞
約９５００万件（平成２１年９月末現在）

国土交通省では、平成１８年４月より、不動産取引当事者へのアンケート調査に基づく取引価格情報を、四半期毎に当省
ホームページ上で提供している。
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・財政健全化、公会計制度改正への対応
・少子高齢化･施設ニｰズ変化等への対応
(施設の統廃合、再配置等)・官民の連携

・企業価値の最大限の向上
・企業会計制度の転換等への対応

・公益的な観点からの不動産の有効
活用（責任不動産投資の推進等）
・不動産市場の健全で安定的な成長

土地政策上の課題企業経営上の課題 地方公共団体の課題

合理的な ＣＲＥ・ＰＲＥ戦略の推進・普及が必要

国
・手引き・ガイドライン
の策定

関係団体
・研修会の実施等

民間におけるサポート
・不動産・財務戦略策定支援
【不動産コンサルタント】
【金融関連】

・不動産情報の管理
【ＩＴ関連企業】

・実施支援
【デベロッパー】
【鑑定業者】

企業不動産（約４９０兆円）

実践
支援

人材の
育成

戦略的な
マネジメ
ントの啓
発等

公的不動産（約４７０兆円）
ＰＲＥマネジメントサイクルの構築
全庁横断的かつ継続的な不動産
情報の把握・整理、共有化
ＰＲＥ戦略基本方針策定

・不動産の利活用に関する目標・
方針
・利活用類型（売却、貸付、転用、建
替等）別の取組方針など

個別不動産の状況等に応じた
利活用の効率的な実施、効果検証

※1ＣＲＥ：Corporate Real Estate
※2ＰＲＥ：Public Real Estate

資産の有効活用による豊かな国民生活の実現

我が国の合理的な土地利用と安定的な地価の形成を図るためには、企業や地方公共団体が所有する
低・未利用の不動産を有効活用していくことが必要。地方公共団体が所有する不動産については、財
政的な視点も踏まえつつ、目指すべき行政の将来像という公益性の観点から見直しを行い、官民連携
の視点も取り入れ、より戦略的にマネジメントすることが重要。

ＣＲＥマネジメントサイクルの構築

企業独自の経営戦略に応じ
たＣＲＥ戦略のフレｰムワｰク構
築及び情報一元化

ＣＲＥ戦略最適化のプログラ
ム

策定

ＣＲＥ戦略最適化の実行、
効果検証
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【投資家】
・機関投資家
・個人投資家
・海外投資家 等

【ディベロッパー】
・不動産業
・建設業 等

【テナント】
・一般事業法人
・地方公共団体 等

長期安定的な
資金の供給

利用の促進

環境不動産

不動産

良質な物件の
供給

必要な情報の提供

不動産市場における
環境不動産の評価の

あり方の検討
条件整備

・現在、企業の社会的責任（ＣＳＲ）の観点からの取組
としての環境対策が実施されはじめている。
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適切な情報提供

期待される効果
・不動産の環境価値の
向上
・優良な環境不動産ス
トックの形成
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（環境不動産）ストックの形成を図ることが重要となっている。我が国では世界的に高い環境配慮技術を
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ついて検討を行っている（平成20年12月より｢不動産における｢環境｣の価値を考える研究会｣を設置）。
これにより、建築物と一体となった緑地の形成が促進され、地球温暖化の防止や生物多様性保全等に寄与
することなどが期待される。

○東京ミッドタウン（港区）
赤坂九丁目防衛庁跡地開発のプロジェクト。
敷地内の既存樹木を活用し、隣接する檜町公園
と一体的な緑地整備を行い、周辺緑地をつなぐ
緑のネットワーク形成に貢献。
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利活用の効率的な実施、効果検証
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の視点も取り入れ、より戦略的にマネジメントすることが重要。
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